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道路運送車両の保安基準の一部を改正する省令及び道路運送車両の保安基準の細

目を定める告示及び道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係

の整理のため必要な事項を定める告示の一部を改正する告示の公布及び施行につ

いて（通達）

本日、道路運送車両の保安基準の一部を改正する省令（平成30年国土交通省令第41号。

以下「改正省令」という。）及び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示及び道路

運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理のため必要な事項を定め

る告示の一部を改正する告示（平成30年国土交通省告示第634号。以下「改正告示」とい

う。）が別添１及び２のとおり公布され、即日施行された。

改正の経緯及び概要並びに留意事項は下記のとおりであるので、事務処理上遺漏のな

いようにされたい。

記

１ 改正の経緯

道路運送車両法（昭和26年法律第185号）において原動機付自転車に区分される公道

を走行するカートについて、外国人観光客らが運転する車両を中心に事故が相次いだ

ことから、運転者の安全を確保するため、道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省

令第67号。以下「保安基準」という。）、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示

（平成14年国土交通省告示第619号。以下「細目告示」という。）等の改正を行うこと

としたもの。

２ 改正の概要

道路運送車両法上の原動機付自転車のうち三輪以上のもの（保安基準第１条第14号

に規定する付随車を除く。以下「原動機付自転車」という。）の安全性を向上させる

ための改正を行うほか、その他所要の改正が行われた。

本改正のうち、使用の過程にある原動機付自転車の保安基準に係る改正事項は以下

のとおりである。

(1) 被視認性向上部品の設置義務化（保安基準第61条の２第１号、細目告示第274条の

２第１項）

座席の地上面からの高さが500ミリメートル未満の原動機付自転車（またがり式の

座席を有するものを除く。）の車体は、地上１メートル以上の高さに、長さ300ミリ

メートル、幅250ミリメートル以上の構造物を有するものであること。

(2) 夜間被視認性向上灯火器の義務化（保安基準第62条の３、細目告示第278条第２項

第２号）

座席の地上面からの高さが500ミリメートル未満の原動機付自転車（またがり式の

座席を有するものを除く。）の尾灯は、最も高い位置にある尾灯の照明部の中心が

地上１メートル以上、２メートル以下となるように取り付けられていること。

(3) 座席ベルト等の装備義務化（保安基準第66条の２、細目告示第286条の２）



ア 原動機付自転車（またがり式の座席を有するものを除く。）の座席ベルトの取

付装置は、次の基準を満たすものであること。

(ｱ) 衝突等によって座席ベルトから受ける荷重に十分耐えるものであること。

(ｲ) 振動、衝撃等によりゆるみ、変形等を生じないようになっていること。

(ｳ) 取り付けられる座席ベルトが有効に作用する位置に備えられたものであるこ

と。

(ｴ) 乗降に際し損傷を受けるおそれがなく、かつ、乗降の支障とならない位置に

備えられたものであること。

(ｵ) 座席ベルトを容易に取り付けることができる構造であること。

イ 原動機付自転車（またがり式の座席を有するものを除く。）の座席ベルトは、

次の基準を満たすものであること。

(ｱ) 衝突等による衝撃を受けた場合において、座席ベルトを装着した者に傷害を

与えるおそれの少ない構造のものであること。

(ｲ) 衝突等による衝撃を受けた場合において、座席ベルトを装着した者が、座席

の前方に移動しないようにすることができ、かつ、上半身を過度に前傾しない

ようにすることができるものであること。

(ｳ) 容易に着脱することができ、かつ、長さを調整することができるものである

こと。

(ｴ) 通常の運行において座席ベルトを装着した者がその腰部及び上半身を容易に

動かし得る構造のものであること。

(ｵ) 次に掲げる座席ベルトであって装着者に傷害を与えるおそれのある損傷、擦

過痕等のないものは、上記(ｱ)～(ｴ)の基準に適合するものとする。

ａ 道路運送車両法施行規則（昭和26年運輸省令第74号）第62条の３第１項の

規定による型式認定を受けた原動機付自転車に備えられた座席ベルトと同一

の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた座席ベルト

ｂ 道路運送車両法第75条の２第１項の規定に基づく型式指定を受けた特定共

通構造部に備え付けられている座席ベルト又はこれに準ずる性能を有する座

席ベルト

ｃ 道路運送車両法第75条の３第１項の規定に基づく型式指定を受けた座席ベ

ルト又はこれに準ずる性能を有する座席ベルト

ｄ JIS Ｄ4604「自動車用シートベルト」の規格に適合し的確に備えられた座

席ベルト

(4) 回転部分の突出の禁止（保安基準第61条の２第２号、細目告示第274条の２第２項）

原動機付自転車のタイヤ、ホイール・キャップ等がフェンダ等の車体より外側に

突出していないこと。

(5) かじ取衝撃吸収構造の義務化（保安基準第65条の３、細目告示第285条の２）

原動機付自転車のかじ取装置（ハンドルバー方式のものを除く。）は、衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、運転者に過度の衝撃を与えるおそれの少ない構造

であること。

(6) 頭部後傾抑止装置（ヘッドレスト）の装備義務化（保安基準第66条の３、細目告

示第286条の３）

原動機付自転車（またがり式の座席を有するものを除く。）の頭部後傾抑止装置

は、次の基準を満たすものであること。

ア 追突等による衝撃を受けた場合において、運転者の頭部の過度の後傾を有効に

抑止することのできるものであること



イ 運転者の頭部等に傷害を与えるおそれのない構造のものであること

ウ 振動、衝撃等により脱落することのないように備えられたものであること

エ 次に掲げる頭部後傾抑止装置であって運転者の頭部等に傷害を与えるおそれの

ある損傷のないものは、上記ア～ウの基準に適合するものとする。

(ｱ) 道路運送車両法施行規則第62条の３第１項の規定による型式認定を受けた原

動機付自転車に備えられた頭部後傾抑止装置と同一の構造を有し、かつ、同一

の位置に備えられた頭部後傾抑止装置

(ｲ) 道路運送車両法第75条の２第１項の規定に基づく型式指定を受けた特定共通

構造部に備えられている頭部後傾抑止装置

(ｳ) 道路運送車両法第75条の３第１項の規定に基づく型式指定を受けた頭部後傾

抑止装置

(ｴ) JIS Ｄ4606「自動車乗員用ヘッドレストレイント」又はこれと同程度以上の

規格に適合し的確に備えられた頭部後傾抑止装置

３ 留意事項

本改正の適用対象時期は別添３のとおりであるが、被視認性向上部品の設置義務化、

夜間被視認性向上灯火器の義務化及び座席ベルト等の装備義務化については平成32（2

020）年４月１日以降、現在運行の用に供されている車両も含めて遡及適用されること

となるので留意されたい。

特に、座席ベルトについては、平成32（2020）年４月１日以降、現在運行の用に供

されている車両を含む平成33（2021）年３月31日以前に製作された原動機付自転車（ま

たがり式の座席を有するものを除く。）については２点式又は３点式の座席ベルト、

平成33（2021）年４月１日以降に製作された原動機付自転車（またがり式の座席を有

するものを除く。）については３点式の座席ベルトの装備が義務づけられることとな

り、したがって、道路交通法（昭和35年法律第105号）第71条の３第１項の座席ベルト

装着義務も課されることとなるので、交通指導取締り等に当たっては事務処理上遺漏

のないようにされたい。



別添１
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別添３

適用対象時期

　 内　容
平成33（2021）年
３月31日以前に
製作された車両

平成33（2021）年
４月１日以降に
製作された車両

被視認性向上部品の設置義務化

夜間被視認性向上灯火器の義務化

平成32（2020）年４月１日
（２点式又は３点式）

　
平成33（2021）年４月１日

（３点式）

回転部分の突出を禁止

かじ取衝撃吸収構造の義務化

頭部後傾抑止装置の装備義務化

座席ベルト等の装備義務化

適用なし 平成33（2021）年４月１日

平成32（2020）年４月１日


